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担 当 講 座

テーマ№1 財政と私たちの暮らし

内　　容

　日本の国と地方の借金は1,000兆円を超え、テレビや新聞などで日本の財政危機につい

てたびたび報道されている。そのため、私たちは日本の財政が非常に危険な状態である

ことは十分に認識しているが、財政が破綻することで私たちの暮らしにどのような影響

があるかについての認識は不十分であると思われる。これは、私たちが日々の生活の中

で多くの財政活動による影響を当然のこととして受け止めていることが原因であると思

われる。

　そこで、この講座は財政が果たすべき役割について学ぶとともに、国や地方の財政活

動が私たちの暮らしの中でどのような役割を果たしているかを学び、日常生活ではほと

んど意識することのない財政について理解する場としたい。


